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第３章 違反行為に対する監督処分 

 

法第 80 条 報告、勧告、援助等 

（報告、勧告、援助等）  

法第 80 条 国土交通大臣は国の機関以外の施行者に対し、都道府県知事は施行者である市町村

又はこの法律の規定による許可、認可若しくは承認を受けた者に対し、市町村長はこの法律の

規定による許可又は承認を受けた者に対し、この法律の施行のため必要な限度において、報告

若しくは資料の提出を求め、又は必要な勧告若しくは助言をすることができる。  

２ 市町村又は施行者は、国土交通大臣又は都道府県知事に対し、都市計画の決定若しくは変更

又は都市計画事業の施行の準備若しくは施行のため、それぞれ都市計画又は都市計画事業に関

し専門的知識を有する職員の技術的援助を求めることができる。  

 

開発許可権者（知事、県事務所長）は、法に基づく許可、又は、承認を受けた者に対して当

該事項につき法の施行のため必要な限度内で報告、又は、資料の提出を求めることならびに勧

告又は助言をすることができる。 

 なお、法第 80 条の規定による報告、又は、資料を求められた者が、これを提出しないか、虚

偽の報告等をした場合は、法第 93条の規定により 20 万円以下の罰金に処せられることとなる

ので、法に基づいて報告を求める場合は「法第 80 条の規定による」と明記する。 

 

法第 81 条 監督処分 

（監督処分等）  

法第 81 条 国土交通大臣、都道府県知事又は

市町村長は、次の各号のいずれかに該当する

者に対して、都市計画上必要な限度において、

この法律の規定によつてした許可、認可若し

くは承認を取り消し、変更し、その効力を停

止し、その条件を変更し、若しくは新たに条

件を付し、又は工事その他の行為の停止を命

じ、若しくは相当の期限を定めて、建築物そ

の他の工作物若しくは物件（以下この条にお

いて「工作物等」という。）の改築、移転若

しくは除却その他違反を是正するため必要な

措置をとることを命ずることができる。  

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令

の規定若しくはこれらの規定に基づく処分

に違反した者又は当該違反の事実を知つ

て、当該違反に係る土地若しくは工作物等

（公告の方法等）  

政令第 42 条 法第 52 条の３第１項 （法第 57

条の４において準用する場合を含む。）、第 57

条第１項、第 60 条の２第２項、第 66条又は

第 81 条第２項の公告は、官報、公報その他

所定の手段により行わなければならない。  

２ 国土交通大臣、都道府県知事若しくは市長

（法第 55条第４項の規定により、法第 57条

第２項本文の規定による届出の相手方とし

て公告された者があるときは、その者）、施

行予定者又は施行者は、法第 60 条の２第２

項、第 57 条第１項、第 52 条の３第１項（法

第 57条の４ において準用する場合を含む。）

又は第 66 条の公告をしたときは、国土交通

省令で定めるところにより、その公告の内容

その他必要な事項を施行予定者が定められ

ている都市計画施設の区域等、事業予定地、
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を譲り受け、若しくは賃貸借その他により

当該違反に係る土地若しくは工作物等を使

用する権利を取得した者  

二 この法律若しくはこの法律に基づく命令

の規定若しくはこれらの規定に基づく処分

に違反した工事の注文主若しくは請負人

（請負工事の下請人を含む。）又は請負契

約によらないで自らその工事をしている者

若しくはした者  

三 この法律の規定による許可、認可又は承

認に付した条件に違反している者  

四 詐欺その他不正な手段により、この法律

の規定による許可、認可又は承認を受けた者 

２ 前項の規定により必要な措置をとること

を命じようとする場合において、過失がなく

て当該措置を命ずべき者を確知することがで

きないときは、国土交通大臣、都道府県知事

又は市町村長は、その者の負担において、当

該措置を自ら行い、又はその命じた者若しく

は委任した者にこれを行わせることができ

る。この場合においては、相当の期限を定め

て、当該措置を行うべき旨及びその期限まで

に当該措置を行わないときは、国土交通大臣、

都道府県知事若しくは市町村長又はその命じ

た者若しくは委任した者が当該措置を行う旨

を、あらかじめ、公告しなければならない。 

３ 国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長

は、第１項の規定による命令をした場合にお

いては、標識の設置その他国土交通省令で定

める方法により、その旨を公示しなければな

らない。  

４ 前項の標識は、第１項の規定による命令に

係る土地又は工作物等若しくは工作物等の敷

地内に設置することができる。この場合にお

いては、同項の規定による命令に係る土地又

は工作物等若しくは工作物等の敷地の所有

者、管理者又は占有者は、当該標識の設置を

拒み、又は妨げてはならない。 

市街地開発事業等予定区域の区域又は事業

地内の適当な場所に掲示しなければならな

い。  

３ 都道府県知事又は市町村長は、法第 81 条

第２項の公告をしたときは、国土交通省令で

定めるところにより、その公告の内容その他

必要な事項を当該公告に係る措置を行おう

とする土地の付近その他の適当な場所に掲

示しなければならない。  
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１．監督処分 

(1) 監督処分の対象 

県知事は、次に掲げる者に対して都市計画上必要な限度において、違反是正のための措

置をとることを命ずることができる。 

  ア この法律若しくはこの法律の命令（政令、省令、条例、細則等）の規定に違反した者。 

   又は、違反の事実を知っていて、その違反物件を譲り受けたり、賃貸借等により使用

の権利を取得した者。 

  イ 法律等の規定に基づく処分に違反した者。 

  ウ 法律等の規定に違反した工事の注文主、工事施行者（請負工事の下請人を含む）。 

  エ 法令等の規定に基づく処分に違反した工事の注文主、工事施行者。 

  オ この法律の規定による許可、認可又は承認に附した条件に違反した者。 

  カ 詐欺、その他不正な手段により、この法律の規定による許可、認可又は承認を受けた

者。 

(2) 監督処分の内容 

   命ずることのできる処分の内容は、次のとおりであり、違反是正のために必要と認めら

れるものを選んで命ずることとなる。是正命令書は、令達文書により行い教示を付する。 

                取   消 

                変   更 

  ア 許可、認可、承認    効力の停止 

                条件の変更 

                新条件の付与 

  イ 工事その他の行為     停  止 

  ウ 建築物その他の工作物若しくは物件        改 築 

                        移 転 

                        除 却 

      （この場合は相当の期限を定めて命ずることになる。） 

  エ その他の違反是正のため必要な措置（使用禁止等） 

(3) 監督処分後の措置 

   監督処分した場合は、この旨を千葉県報により公告するとともに、違反の現場に標識を

設置することとなる。 

  ア 公告の内容は、処分該当条項、処分した者の氏名、住所、処分対象となった土地、建

物（工作物）等の所在地、処分の内容及び処分年月日である。また、水道事業者等に供

給の申込みの承諾保留の協力を依頼した場合はその旨を記載する。 

  イ 標識の規格、案文等については、別紙（千葉県開発行為等規制細則第 12 号様式の２）

のとおりである。 

(4) 聴聞 

   知事が、監督処分（処分又は必要な措置をとることの命令）を行おうとするときは、あ

らかじめ監督処分を行おうとする相手方について、聴聞をしなければならない。 
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法第 91 条・92 条・92 条の 2・93 条・94 条・96 条  罰則 

法第 91 条 第 81 条第１項の規定による国土交通大臣、都道府県知事又は市長の命令に

違反した者は、１年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処する。  

法第 92 条 次の各号のいずれかに該当する者は、50 万円以下の罰金に処する。  

一 第 25 条第５項の規定に違反して、同条第一項の規定による土地の立入りを拒み、

又は妨げた者  

二 第 26 条第１項に規定する場合において、市町村長の許可を受けないで障害物を伐

除した者又は都道府県知事等の許可を受けないで土地に試掘等を行つた者  

三 第 29 条第１項若しくは第２項又は第 35 条の２第１項の規定に違反して、開発行為

をした者  

四 第 37 条又は第 42条第１項の規定に違反して、建築物を建築し、又は特定工作物を

建設した者  

五 第 41 条第２項の規定に違反して、建築物を建築した者  

六 第 42 条第１項又は第 43 条第１項の規定に違反して、建築物の用途を変更した者  

七 第 43 条第１項の規定に違反して、建築物を建築し、又は第一種特定工作物を建設

した者  

八 第 52 条第１項の規定に違反して、土地の形質の変更、建築物の建築その他工作物

の建設又は同項の政令で定める物件の堆積を行つた者 

九 第 58 条の８の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

法第 92 条の２ 第 58 条の９第２項の規定による報告を求められて、報告をせず、又は

虚偽の報告をした者は、30 万円以下の罰金に処する。  

法第 93 条 次の各号の一に該当する者は、20万円以下の罰金に処する。  

一 第 58 条の２第１項又は第２項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出を

した者  

二 第 80 条第１項の規定による報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは資料

の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者  

三 第 82 条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者  

法第 94 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務又は財産に関して第 91条から前条までの違反行為をしたときは、行

為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。  

法第 96 条 第 35 条の２第３項又は第 38条の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の

届出をした者は、20 万円以下の過料に処する。  
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第４章 盛土規制法との関係 
 

第１．盛土規制法に係る用語の定義 
 

 ※千葉県では令和７年５月 26 日に県内（千葉市・船橋市・柏市を除く）の全区域を「宅地造

成等工事規制区域」として指定 

 

第２．盛土規制法の許可等のみなし制度 
盛土規制法第 15 条 盛土規制法のみなし許可 

（許可の特例） 

盛土規制法第15条 

２ 宅地造成等工事規制区内において行われる宅地造成又は特定盛土等について当該宅地造

成等工事規制区域の指定後に都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項又は第２項

の許可を受けたときは、当該宅地造成又は特定盛土等に関する工事については、第12条第

１項の許可を受けたものとみなす。 

用語 定義 
宅地 農地等・公共施設用地以外の土地 
農地等 農地・採草放牧地・森林 

公共施設 
用地 

道路（林道等を含む）、公園、河川（ダム、頭首工等を含む） 
<盛土規制法施行令で定める公共の用に供する施設>  
砂防設備、地すべり防止施設、海岸保全施設、津波防護施設、港湾施設、漁港施設、

飛行場、航空保安施設、鉄道、軌道、索道又は無軌条電車の用に供する施設及び国

又は地方公共団体が管理する学校、運動場、墓地 
<宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37 年建設省令第３号で定める施設> 
雨水貯留浸透施設、農業用ため池、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

第２条第２項に規定する防衛施設並びに国又は地方公共団体で管理する緑地、広場、

廃棄物処理施設、水道、下水道、営農飲雑用水施設、水産飲雑用水施設、農業集落

排水施設、漁業集落排水施設、林地荒廃防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設 

崖 地表面が水平面に対し 30 度を超える角度をなす土地で硬岩盤（風化の著しいものを

除く。）以外のもの 

宅地造成 

宅地以外の土地（農地・採草放牧地・森林・公共施設用地）を宅地にするために行

う土地の形質の変更で盛土規制法施行令第３条の要件に該当するもの 
【盛土規制法施行令第３条で定める要件】 
① 盛土であって、当該盛土をした土地の部分に高さが１ｍを超える崖を生ずること

となるもの 
② 切土であって、当該切土をした土地の部分に高さが２ｍを超える崖を生ずること

となるもの 
③ 盛土と切土とを同時にする場合において、当該盛土及び切土をした土地の部分に

高さが２ｍを超える崖を生ずることとなるときにおける当該盛土及び切土（①、

②に該当する盛土又は切土を除く。） 
④ ①又は③に該当しない盛土であって、高さが２ｍを超えるもの 
⑤ ①～④に該当しない盛土又は切土であって、当該盛土又は切土をする土地の面積

が 500 ㎡を超えるもの 

特定盛土等 宅地・農地・採草放牧地・森林において行う土地の形質の変更で盛土規制法施行令

第３条の要件（上記「宅地造成」のとおり）に該当するもの 
土地の 
形質の変更 

土地について盛土、切土等の物理的な行為を加えて土地の性状、形質を変更するこ

と。（ただし、土地の形質を維持する行為を除く。） 
宅造造成等

工事規制 
区域 

宅地造成等に伴う災害から人命を守るために都道府県知事等が指定する区域 
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   従来、宅地造成工事規制区域内において法に基づく開発許可を受けた宅地造成工事につい

ては宅地造成等規制法に基づく宅地造成工事の許可が不要とされていたが、令和４年の盛土

規制法改正により、宅地造成等規制法から盛土規制法に変わり、宅地造成等工事規制区域内

おいて行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第29条第１項又は第２項

の開発許可を受けたときは、盛土規制法第12条第１項の許可を受けたものとみなされること

となった（以下、受けたものとみなされる当該許可について、「みなし許可」という。）。

これにより、法に基づく開発許可後の手続及び規制については、盛土規制法の規定も適用さ

れることとなる。 

   また、宅地造成等工事規制区域内おいて行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事に

ついて、法第34条の２に基づく協議が成立したときは、開発許可があったものとみなされる

ため、これにより、盛土規制法第12条第1項の許可を受けたものとみなされることとなる。 

みなし許可の対象となる土地の形質の変更 イメージ図 

① 盛土で、高さが１ｍを超える崖を生ずる

もの 

 
② 切土で、高さが２ｍを超える崖を生ずる

もの 

 
③ 切土と盛土を同時に行う場合、盛土の高

さが１ｍ以下であっても、切土と合わせて

高さが２ｍを超える崖を生ずるもの 

 
④ ①、③に該当しない盛土で、高さが 

２ｍを超えるもの（崖を生じないもの） 

 
⑤ ①～④に該当しない盛土又は切土で、当

該盛土又は切土をする土地の面積が500㎡

を超え、かつ、盛土又は切土をする前後の

地盤面の標高差が30cmを一部でも超えるも

の。 
 

   ※崖、盛土、切土や高さの考え方等については「盛土規制法に係る手引（以下、この章 

において「手引」という。）」を参照のこと。 

 

盛土規制法第 16 条 みなし許可の変更許可等 

（変更の許可等） 

盛土規制法第16条 

５ 前条第２項の規定により第12条第１項の許可を受けたものとみなされた宅地造成又は特

定盛土等に関する工事に係る都市計画法第35条の２第１項の許可又は同条第３項の規定に

よる届出は、当該工事に係る第１項の許可又は第２項の規定による届出とみなす。 

   みなし許可となった宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第35条の２第１項

の変更の許可を受けたときは、盛土規制法第16条第１項の変更の許可を受けたものと、法第



 - 287 -

35条の２第３項の変更の届出をしたときは、盛土規制法第16条第２項の変更の届出をしたも

のとみなす。 

 

第３．みなし許可の場合の手続 
 １．みなし許可の権限 

   みなし許可となった後の盛土規制法に基づく事務は、都道府県知事又は指定都市・中核市

の長の権限に属している。また、地方自治法第 153 条及びその他の法令の規定に基づき、知

事はその権限の一部を出先機関の長に委任している。さらに地方自治法第 252 条の 17 の２

第１項の規定による条例により、知事の権限に属する事務を市に移譲している。 

本県においては、特例条例により、市川市、木更津市、松戸市、野田市、成田市、佐倉市、

習志野市、流山市、八千代市、我孫子市、鎌ケ谷市、印西市及び白井市にみなし許可となっ

た後の盛土規制法に基づく事務の権限を移譲している。 
 ２．出先機関の長への委任 

   みなし許可となった後の盛土規制法に基づく事務のうち、開発区域の面積が１ha 未満の

開発行為及び新たな土地の開発区域への編入に係る開発行為の変更であって編入後の開発

区域の面積が 1.5ha 未満の開発行為に係るものを、出先機関の長に委任している。 

 ３．事前相談 

開発許可申請を行う前に、みなし許可の対象となるか否かについて判断が難しい場合には、

盛土規制法を所管する宅地安全課又は出先機関（以下、「盛土規制法所管部署」という。）に

事前相談することが望ましい。 

 ４．資金計画書 

   盛土規制法に基づく許可を要する場合には、「主として自己の居住の用に供する住宅の建

築の用に供する目的で行う開発行為」及び「住宅以外の建築物又は特定工作物で自己の業務

の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う１ha 未満の開発行為」について

も、資金計画書及び添付書類を要する。 

 ５．申請者の資力信用 

   盛土規制法に基づく許可を要する場合には、「主として自己の居住の用に供する住宅の建

築の用に供する目的で行う開発行為」及び「住宅以外の建築物又は特定工作物で自己の業務

の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う１ha 未満の開発行為」について

も、申請者の資力及び信用に関する書類を全て添付する必要がある。 

    法人の場合 ①法人の登記事項証明書 

          ②前年度の財務諸表 

          ③法人税の納税証明書 

          ④事業経歴書 

    個人の場合 ①住民票の写し 

          ②資産に関する調書 

          ③所得税に関する納税証明書 

          ④事業経歴書 

 ６．工事施行者の工事完成能力 

   盛土規制法に基づく許可を要する場合には、「主として自己の居住の用に供する住宅の建

築の用に供する目的で行う開発行為」及び「住宅以外の建築物又は特定工作物で自己の業務

の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う１ha 未満の開発行為」について

も、工事施行者の能力に関する書類に関する書類を全て添付する必要がある。 

    法人の場合 ①法人の登記事項証明書 

          ②工事経歴書 

          ③建設業許可証明書又は許可通知書の写し 

    個人の場合 ①住民票の写し 

          ②工事経歴書 

          ③建設業許可証明書又は許可通知書の写し 
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 ７．設計者の資格を証する書類 

   「高さが５メートルを超える擁壁の設置」または「盛土又は切土をする土地の面積が 

1,500 ㎡を超える土地における排水施設の設置」がある場合には、法第 31 条の設計者の資

格を証する書類とは別に、盛土規制法第 13 条第２項による設計者の資格を証する書類を添

付する必要がある。 

設計者の資格 設計者の資格を証する書類 
大学の土木・建築課程を卒業後、土木・建築の技術に

関して、2 年以上の実務経験を有する者 

□卒業証明書 
□実務経験証明書 

短期大学(3 年制)の土木・建築課程を卒業後、土木・建

築の技術に関して、3 年以上の実務経験を有する者 
短期大学、高等専門学校、旧制専門学校の土木・建築

課程を卒業後、土木・建築の技術に関して、4 年以上の

実務経験を有する者 
高等学校、旧制中学校の土木・建築課程を卒業後、土

木・建築の技術に関して、7 年以上の実務経験を有する

者 
土木・建築の技術に関して、10 年以上の実務経験を有

する者で、都市計画法施行規則第十九条第一号トに規

定する講習を修了した者 

□講習会修了証書 
□実務経験証明書 

大学院等で土木・建築関係を 1 年以上専攻した後、土

木・建築の技術に関して、1 年以上の実務経験を有する

者 

□大学院に 1 年以上在学し

たことの証明書 
□実務経験証明書 

技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部

門、農業部門（農業農村工学）、森林部門（森林土木）

又は水産部門（水産土木）とするものに合格した者 
□技術士の資格証明書 

建築士法による一級建築士の資格を有する者 □一級建築士の資格証明書 
 

 ８．開発行為許可申請書 

   盛土規制法のみなし許可に該当する場合には、開発行為許可申請書の「その他必要な事項」

欄に「盛土規制法みなし許可該当」と記載する。 

 ９．みなし許可の概要書 

   盛土規制法のみなし許可に該当する場合には、工事完了後に既存盛土として登録するため

に必要な情報を記載した別記みなし許可概要書様式を開発行為許可申請書に添付する。 

 
第４．みなし許可となる場合に適用する技術的基準 

 １．みなし許可となる場合に適用する宅地造成等に関する工事の技術的基準等 

   （法第 33条第１項第７号 造成工事関連） 

 

盛土規制法第 13 条 みなし許可となる場合に適用する技術的基準等 

（宅地造成等に関する工事の技術的基準等） 

盛土規制法第13条 

宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事（前条第１項ただ

し書に規定する工事を除く。第21条第１項において同じ。）は、政令（その政令で都道府

県の規則に委任した事項に関しては、その規則を含む。）で定める技術的基準に従い、擁

壁、排水施設その他の政令で定める施設（以下「擁壁等」という。）の設置その他宅地造

成等に伴う災害を防止するため必要な措置が講ぜられたものでなければならない。 

   千葉県は全域（千葉市、船橋市及び柏市を除く。）が宅地造成等工事規制区域であり、盛
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土規制法に基づく許可を要する場合には、開発行為の基準のほか、盛土規制法第 13条の規

定に適合しなければならない。盛土規制法の技術的基準の解説については、手引に記載され

ている。なお、手引に記載されていない事項については、「盛土等防災マニュアルの解説（盛

土等防災研究会編集）」によるものとする。 

   

第５．みなし許可となる場合の許可の通知と許可後の手続等 
 １．みなし許可となる場合の許可の通知 

   みなし許可となる場合の許可の処分は、開発許可通知書の「10 その他必要な事項」欄に

その旨を記載し、かつ、必要な条件を付して通知するものとする。 

   みなし許可の場合の具体的な条件として、次のようなものがある。 

  （1）中間検査の実施（盛土規制法第 18 条） 

 （2）定期の報告（盛土規制法第 19 条） 

 （3）標識の掲示（盛土規制法第 49 条） 

    ※ 許可に対する条件（例文）については様式集参照のこと。 

 ２．中間検査の実施 

    

 

盛土規制法第 18 条 みなし許可の場合の中間検査の実施 

（中間検査） 

盛土規制法第18条 

第12条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る宅地造成又は特定盛土等（政令で定

める規模のものに限る。）に関する工事が政令で定める工程（以下この条において「特定

工程」という。）を含む場合において、当該特定工程に係る工事を終えたときは、その都

度主務省令で定める期間内に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の検査を申

請しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の検査の結果、当該特定工程に係る工事が第13条第１項の規定に

適合していると認めた場合においては、主務省令で定める様式の当該特定工程に係る中間

検査合格証を第12条第１項の許可を受けた者に交付しなければならない。 

３ 特定工程ごとに政令で定める当該特定工程後の工程に係る工事は、前項の規定による当

該特定工程に係る中間検査合格証の交付を受けた後でなければ、することができない。 

４ 略 

５ 都道府県知事は、第１項の検査において第13条第１項の規定に適合することを認められ

た特定工程に係る工事については、前条第１項の検査において当該工事に係る部分の検査

をすることを要しない。 

   みなし許可の場合、盛土規制法施行規則第 45 条により、盛土規制法施行令で定められた

規模で特定工程を含む工事については、当該特定工程に係る工事を終えた日から四日以内に

中間検査を申請し、中間検査を受ける義務がある。 

   申請においては、盛土規制法施行規則で定められた中間検査申請書に、提出検査の対象と

なる特定工程に係る工事の内容を明示した平面図その他中間検査に当たって必要とされる

書類を添付して、開発許可権者に提出する。 

中間検査に合格し、中間検査合格証の交付を受けた後でなければ、特定工程後の工程に着

手することができない。 
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   中間検査の対象となる規模、特定工程及び特定工程後の工程は次表のとおりとなる。特定

工程に関する工事範囲について技術的基準への適合性を確認し、問題がなければ中間検査合

格証を交付する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 ３．定期報告 

 
盛土規制法第 19 条 みなし許可の場合の定期報告 

（定期の報告） 

盛土規制法第19条 

第12条第１項の許可（政令で定める規模の宅地造成等に関する工事に係るものに限る。）

を受けた者は、主務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間ごとに、当該許可

に係る宅地造成等に関する工事の実施の状況その他主務省令で定める事項を都道府県知事

に報告しなければならない。 

   みなし許可の場合、工事の規模が次の表の記載に該当する場合には、当該工事の実施状況

やその他盛土規制法施行規則で定める事項について、許可年月日から三か月ごとにその末日

から七日以内を期限とし、開発許可権者に定期的に報告しなければならない。 

 

 定期報告時期イメージ 

 

 

 

 対象規模 特定工程 特定工程後の工程 
1 盛土で高さ 2m 超の崖を生ずる

もの 

盛土をする前の地盤又は

切土をした後の地盤面に

排水施設を設置する工事

の工程（盛土の排水施設の

概要図における暗渠排水

工） 

排水施設の周囲を砕石

その他の資材で埋める

工事の工程 

2 切土で高さ 5m 超の崖を生ずる

もの 
3 盛土と切土を同時に行って、高

さ 5m 超の崖を生ずるもの（1、
2 を除く） 

4 盛土で高さ 5m を超えるもの（1、
3 を除く） 

5 盛土又は切土の面積が 3,000 ㎡

を越えるもの（1～4 を除く） 

盛土の排水施設の概要図（出典:盛土等防災マニュアルの解説 P137 に一部加筆） 

許可 
定期報告 

（三か月＋七日以内） 
定期報告 

（六か月＋七日以内） 

工期七か月 
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 対象規模 

宅地造成又は特

定盛土等 

①盛土で高さ 2m 超の崖を生ずるもの 
②切土で高さ 5m 超の崖を生ずるもの 
③盛土と切土を同時に行って、高さ 5m 超の崖を生ずるもの 
④盛土で高さ 5m を超えるもの 
⑤盛土又は切土の面積が 3,000 ㎡を越えるもの 

報告の際には、定期報告書に工事を行っている土地及びその付近の状況を明らかにする写

真、進捗が確認できる図面等を添付して提出する。定期報告書及び添付書類に記載する事項

は、次表のとおりとなる。 

書類の名称 記載事項 

定期報告書 
・報告の時点における盛土又は切土の高さ、盛土又は切土の面積、盛土

又は切土の土量 
・擁壁に関する工事の施行状況 

写真 
・報告の時点における報告の時点における盛土、切土又は土石の堆積を

している土地及びその付近の状況を撮影したもの 
進捗が確認でき

る図面等 
・申請時の提出図面で施工済の箇所を着色等し明示 
・写真の撮影方向を表示 

４．完了検査 

 
盛土規制法第 17 条 みなし許可の場合の完了検査 

（完了検査等） 

盛土規制法第17条 

３ 第15条第２項の規定により第12条第１項の許可を受けたものとみなされた宅地造成又は

特定盛土等に関する工事に係る都市計画法第36条第１項の規定による届出又は同条第２項

の規定により交付された検査済証は、当該工事に係る第１項の規定による申請又は前項の

規定により交付された検査済証とみなす。 

   みなし許可の場合、開発許可権者は法第 36 条第２項による検査済証を交付した際には、

検査済証の写しとともに、別記みなし許可概要書様式、位置図及び造成計画平面図を盛土規

制法所管部署に送付する。 

５．開発行為の廃止 

   みなし許可の場合は、法第 38 条による廃止の届出の際に、工事着手していたときには廃

止の造成状況が分かる平面図を添付する。 

また、開発許可権者は法第 38 条による廃止の届出があった際には、その旨を盛土規制法

所管部署に通知する。 

６．開発登録簿 

   みなし許可の場合は、開発登録簿の様式の備考欄にその旨を記載する。 

７．監督処分及び罰則 

   みなし許可の場合は、盛土規制法の規定による監督処分（盛土規制法第 20 条）と罰則（盛

土規制法第 55 条、第 56条、第 59条、第 60 条、第 61 条）も適用となる。 
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別記みなし許可概要書様式 

 

盛土規制法みなし許可概要書 
 

1 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  
 
 

2 開発区域に含まれる地域の名称 
（代 表 地 点 の 緯 度 経 度） 

 
 
（緯度：    度    分    秒、 

経度：    度    分    秒） 

3 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

4 盛 土 の タ イ プ  
平地盛土・腹付け盛土 

・谷埋め盛土 

5 盛 土 又 は 切 土 の 高 さ メートル 
6 盛土又は切土をする土地の面積 平方メートル 

7 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 
盛 土 立方メートル 

切 土 立方メートル 
8 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 
9 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 

※２欄は、代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し、小数点以下第一位まで記入し

てください。 
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盛土規制法様式第十三  中間検査申請書 

 
 
 
 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査申請書 

年 月 日 
千葉県知事     様 

工事主 住所 
氏名 

 
宅地造成及び特定盛土等規制法        の規定による中間検査を申請します。 

〔注意〕 
1 ※印のある欄は記入しないでください。 

2 工事主又は 4欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代表者の

氏名を記入してください。 
3 6 及び 7 欄は、記入欄が不足するときは、別紙に必要な事項を記入して添えてください。 

1 許 可 番 号 第 号 
2 許 可 年 月 日 年 月 日 
3 工事をしている土地の所在地及び地番  
4 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

5 今回中間検査の対象となる特定 
工程に係る工事 

検 査 実 施 回 第 回 
特 定 工 程   
特定工程に係る  
工事終了年月日  年 月 日 

6 今回申請以前の中間検査受検 
履歴 

検 査 実 施 回 第 回 第 回 
特 定 工 程    
中間検査合格証    
 
 

番 号 第 号 第 号 
交付年月日 年 月 日 年 月 日 

7 今回申請以降の中間検査受検 
予定 

検 査 実 施 回 第 回 第 回 
特 定 工 程    
特定工程に係る  
工事終了予定 
年 月 日 

年 月 日 年 月 日 

8 備考  

※受 付 欄 
年 月 日 
第  号 

第18条第1項 
第37条第1項 
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盛土規制法千葉県様式 定期報告書 
その一 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事の定期報告書 
 

年  月  日  

 
          様 

 
工事主 住所         

氏名         

 
宅地造成及び特定盛土等に関する工事について、宅地造成及び特定盛土等規制法第１９条第１項の規定

により、次のとおり報告します。 
記 

１ 工 事 が 施 行 さ れ る 土 地 の 所 在 地  

２ 工 事 の 許 可 年 月 日 及 び 許 可 番 号  

３ 前 回 の 報 告 年 月 日  

４ 報告の時点における盛土又は切土の高さ   

５ 報告の時点における盛土又は切土の面積   

６ 報告の時点における盛土又は切土の土量   

７ 報 告 の 時 点 に お け る 擁 壁 等 
に 関 す る 工 事 の 施 行 状 況  

※ 事 務 所 受 付 ※ 主 管 課 受 付 

  

※処理  

（注）※印のある欄は、記入しないでください。 
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盛土規制法千葉県様式 定期報告書 

その二 

土石の堆積に関する工事の定期報告書 
 

年  月  日  

 
          様 
 

工事主 住所         

氏名         

 
土石の堆積に関する工事について、宅地造成及び特定盛土等規制法第１９条第１項の規定により、次の

とおり報告します。 
記 

１ 工 事 が 施 行 さ れ る 土 地 の 所 在 地  

２ 工 事 の 許 可 年 月 日 及 び 許 可 番 号  

３ 前 回 の 報 告 年 月 日  

８ 報 告 の 時 点 に お け る 土 石 の 堆 積 の 高 さ  

９ 報 告 の 時 点 に お け る 土 石 の 堆 積 の 面 積  

10 報 告 の 時 点 に お け る 堆 積 
さ れ て い る 土 石 の 土 量  

11 前回の報告の時点から新たに堆積された 
土石の土量及び除却された土石の土量  

※ 事 務 所 受 付 ※ 主 管 課 受 付 

  

※処理  

（注）※印のある欄は、記入しないでください。 
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盛土規制法様式第二十三  標識（土地の形質変更） 

 
宅地造成又は特定盛土等に関する工事の標識 

 

 
 

〔注意〕 
1 1 欄の工事主、4 欄の工事施行者又は 5 欄の現場管理者が法人であるときは、氏名

は、当該法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。 
2 2、3、9 及び 10 欄は、許可証の交付を受けた工事においては、当該許可証の許可

番号、許可期間をそれぞれ記入してください。 
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第５章 その他の法律との関係 

 

第１．建築基準法との関係（省令第 60条の証明書等） 

  開発行為等の規制（開発許可制度）は、最終的に建築基準法の規制に期待することになり、

その適切な制限のもとに建築物が建築されて初めてその目的を達することとなる。 

  従って、建築基準法に関する行政が、開発許可制度に伴う各種の建築制限について、適正に

守られているかどうかをチェックすることが必要となろう。 

  このため省令第 60条において、建築基準法に基づく確認を申請しようとする者は、開発許可

権者にその計画が都市計画法の制限に抵触しない旨の証明書の交付を求めることの規定をお

くとともに、同省令附則において、建築基準法施行規則第１条の３により、確認申請書（大規

模な模様替、修繕にかかるものを除く。）に次に掲げる都市計画法各条の規定に適合している

ことを証する書面を添付しなければならないこととされている。 

 ア 法第 29条第１項又は第２項（開発行為の制限） 

 イ 法第 35条の２第１項（開発行為の変更の制限） 

 ウ 法第 41条第２項（市街化調整区域内の開発許可に際し指定された建ぺい率等の制限） 

 エ 法第 42条（予定建築物以外の建築等の制限） 

 オ 法第 43条第１項（市街化調整区域内の開発許可を受けない土地における建築等の制限） 

  上記の「証する書面」については、下記の「証明書等の取扱い」により処理するものとする。 

  すなわち、次表の項目に該当するものについては、証明書を交付する。 

これ以外のものについては「開発行為等に関する申告書」に申請者自ら所要事項を記載させ、

これについて市町村開発許可担当課において確認し、開発許可制度に適合したものについて建

築確認申請書を受け付け、県事務所長（又は本庁建築指導課長）が再確認することとする。た

だし、この申告書手続きは、建築確認の民間開放による指定確認検査機関による建築確認につ

いては適用しない。 
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 証明書交付によるもの 

条文(法、令) 建築物の種類 条 件 

＜市街化区域、非線引都市計画区域＞ 

２９条２号 
農林漁業用建築物(市街化区域

を除く) 

農家住宅（敷地面積が規制規模以上のもの） 

農家住宅以外の農林漁業用建築物（敷地面積が規制規模以上のも

の） 

２９条３号 公益上必要な建築物 敷地面積が規制規模以上のもの（公益性が明確なものは除く） 

令２２条２号 附属建築物 敷地の増加を伴い、かつその面積が規制規模以上のもの 

４２条 
開発許可を受けた開発区域内

における建築物 

大規模開発の区域内など開発許可書等の添付ができないもので、

かつ用途地域が無指定の場合 

＜市街化調整区域＞ 

２９条２号 農林漁業用建築物（新築） 
農家住宅 

農家住宅以外の農林漁業用建築物 

２９条３号 公益上必要な建築物 新築・用途変更（公益性が明確なものは除く） 

令２２条６号 

令３５条３号 

日常生活用品の販売・加工等の

業務用の建築物 
50㎡以内の調整区域内居住者の自己業務用建築物の新築 

４２条 
開発許可を受けた開発区域内に

おける建築物 

大きな住宅団地開発の区域内の建築などで、開発許可書等の添付

ができないもの 

２９条 

４３条 

既存適法建築物の延べ面積が

1.5倍以内の増改築 

用途変更を伴わない場合に限る（既存部分の適法性が建築確認等

で確認できる場合等を除く） 
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証明書等の取扱い 

 

都市計画法施行規則第 60 条の証明書等の取扱いについて 

 

１ 前記に該当する開発行為又は建築に関しては、証明書交付申請書(細則第十三号様式)により

申請させ、証明書を交付することとする。この場合において、証明書の交付申請は、市町村を

経て県事務所に申請書を提出させて行わせるものとする。 

２ 前記以外の事例に関しては、開発行為等に関する申告書(別記様式その二)により建築確認申

請者に所要の事項を記載させ、当該記載事項を市町村開発許可担当部課において確認のうえ、

当該申告書を建築確認申請に添付させることにより証明書の添付に代えるものとする。 

３ 前記２による建築確認申請書の取扱いに当たっては、市町村開発許可担当部課における申告

書の確認結果が申告書確認欄の１に該当する場合は、市町村建築確認申請書受付担当部課にお

いて当該建築確認申請書を県事務所長に進達することとし、申告書の確認結果が申告書確認欄

の２又は３に該当する場合は、当該建築確認申請者に対し別途都市計画法に基づく証明書の交

付又は、許可を受けるよう指示したうえで、当該建築確認申請書の受付をしないものとする。 

４ 申告書確認上の留意事項 

 (1) 申告書(別記様式その二)12 の(1)のイ、ウ、キ若しくはク又は(2)のアのいずれかに該当す

る事例で、当該事業に属する建築物以外の建築物の建築については、当該事業等の完了検査

等の有無又は、当該事業実施期間中における建築の許可若しくは、承認等の必要性について

も確認することとする。 

 (2) 12 の(1)のウ又は(2)のアの(ｱ)のいずれかに該当する事例についての開発行為の許可の必

要性の有無の判定に当たっては、当該土地区画整理事業の完了公告の有無によるものとし、

完了公告後にあっては、開発行為の許可を受けるべきものとして扱うこととする。 

   また、完了公告前にあっては、事業計画以外の開発行為はありえないので、開発行為の許

可は不要(適用除外)となっているが、別途土地区画整理法第 76条の規定による行為許可が必

要となる。 

 (3) 確認欄の記載に当たっては、12の(1)から(3)の欄中のいずれかに該当する場合は、おおむ

ね確認欄の１に相当するものとし、(4)欄に該当する場合は２に相当するものとし、(5)又は

(6)欄のいずれかに該当する場合は３に相当するものとして扱うこととする。 
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（１）建築確認申請にあたって確認すべき事項 

 ア 市街化区域内（区域区分が定められていない都市計画区域及び準都市計画区域を含む）

の確認申請 

  （ｱ）開発行為の有無 

   （ｲ）開発区域が 1,000 平方メートル（政令で定める規模）以上かそれ未満か 

   （ｳ）開発許可済みか未済か 

   （ｴ）工事完了公告済みか未済か 

   （ｵ）完了公告以前の建築承認済みか未済か 

   （ｶ）開発許可区域内か外か 

イ 市街化調整区域内の確認申請 

   （ｱ）建築物の用途（用途変更の有無） 

   （ｲ）建築物の位置  ・区域指定前の敷地か追加された敷地か 

             ・開発行為（開発許可、区画整理等）の完了区域内か外か 

   （ｳ）開発行為の有無 

   （ｴ）開発許可済みか未済か 

   （ｵ）工事完了公告済みか未済か 

   （ｶ）完了公告以前の建築承認済みか未済か 

   （ｷ）法第 41条制限の抵触の有無及び許可の有無 

   （ｸ）法第 42条      〃 

   （ｹ）法第 43条      〃 

（２）証明書の取扱い 

  ア 証明書交付申請書に添付する「職業を証する書類」で農林漁業従事者に関するものは、

農業委員会、漁業協同組合、林業組合等の発行する証明書によることとする。 

  イ 農業従事者に関して農業委員会の発行する証明書については、当該申請者の農業従事者

の実態について証明する書類を求めることとし、具体的には、農地転用許可申請書類様式

第 21号４の「農業経営の実態」表を用いた証明書若しくはその内容と同様の事項について

証明したものを求めることとする。 

  ウ 証明にかかる土地が農地である場合においては、当該土地の農地転用の担当部局と調整

を図ること。 

（３）開発行為等の申告書の取扱い 

  ア 申告書記載事項の市町村における確認事務は、必ず開発許可事務担当部課において扱う

こととし、これを建築確認事務担当課のみで処理することは、絶対に避けなければならな

い。 

  イ 証明書の取扱い４の(2）末尾記載の土地区画整理法第 76条の規定による行為許可を受け

たものの取扱いについては、土地区画整理担当と開発許可担当との調整により、土地区画
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整理事業施行地区内における開発行為については、その開発行為を当該区画整理事業の設

計変更等の手続により当該土地区画整理事業中に吸収し、事業の施行として行う開発行為

以外の行為を事業施行中においては発生させない旨の運用方針を了解したことに基づく取

扱いであるから、この運用と異なるもの、すなわち、土地区画整理事業施行地区内で当該

事業と別個に行われる開発行為については、同法第 76条の許可を受けると否とにかかわら

ず、開発行為の規制を受けるものであり、開発許可を必要とする。 

（４）60条証明申請様式・申告書様式 

様式集参照のこと。 
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第２．農地法との関係 

  開発許可制度の設置に伴い、農地法第４条および第５条の規定による農地転用許可制度の一

部が改正され、市街化区域内に存する農地の転用については許可制を廃し、届出制に変えられ

た。 

  また、市街化区域以外の農地の転用については、従来どおりの許可制とされているが、建築

物の建築を目的とする事案については、開発許可制度に適合しているものについてのみ許可す

る取扱いとされた。 

 （１）市街化区域内の農地転用 

   ア 市街化区域内の農地を転用する者は、転用に係る工事に着手する以前に、その旨を農

業委員会に届け出なければならない。（農地転用許可申請書は不要である） 

   イ アの届出に当たって、当該転用に係る工事を行うために開発行為の許可を要する事案

については、当該届出書に開発行為の許可を受けたことを証する書類を添付しなければ

ならない。従って、開発許可を要する農地の転用については、届出の受理がされた後、

工事に着手することとなる。 

   ウ イの「開発行為の許可を受けたことを証する書類」は、別途証明書の交付は行わず、

「開発行為許可通知書」の写しをもってこれにあてることとなる。 

     従って、開発行為の許可通知書の交付に当たっては、開発区域に含まれるすべての土

地の所在および地番を必ず許可通知書中に明記することが必要である。開発区域に含ま

れる土地の筆数が多数であるときは、別紙に記載し、当該許可通知書と別紙とに割印を

することとなる。 

   エ 農地法第５条（権利の設定もしくは移転を伴う農地の転用）に該当する事案について

は、開発行為の許可申請時においては申請人と農地の所有者とが異なるので、農地所有

者の開発行為施行同意書を開発行為許可申請書に添付しなければならない。（権利の設定、

移転は、農地転用の届出の受理書の添付がなければ登記できないこととされている｡） 

  農地法の一部改正（昭和 45年） 

農地法（昭和 27年法律第 229 号）の一部を次のように改正する。 

第４条第 

七 市街化区域（都市計画法（昭和 43年法律第 100 号）第７条第１項の市街化区域と

定められた区域（同法第 23条第１項の規定による協議を要する場合にあつては、当

該協議が調つたものに限る。）をいう｡）内にある農地を、政令で定めるところにより

あらかじめ農業委員会に届け出て、農地以外のものにする場合 

第５条 

六 前条第１項第７号に規定する市街化区域内にある農地又は採草放牧地につき、政令

で定めるところによりあらかじめ農業委員会に届け出て、農地及び採草放牧地以外の

ものにするためこれらの権利を取得する場合 

 

 

 



 - 303 -

 （２）市街化区域以外の農地転用 

   ア 市街化区域以外の農地の転用は、従来どおり、県知事の許可を受けなければならない。 

   イ 開発行為許可申請の審査と農地転用許可申請の審査とは、同一時期に平行して審査す

ることとし、それぞれの許可または不許可の処分は同時に行うこととする。（同時申請と

する。） 

 

 

第３．租税特別措置法との関係（優良宅地認定制度） 

 １．優良宅地認定制度の趣旨 

   土地譲渡益重課制度は、法人等の投機的な土地取得の抑制をねらいとしたものであるが、

このような重課は、反面、重課されるならば売らないということで、土地供給促進の阻害要

因となるおそれを有している。 

   そこで、宅地の供給促進に配慮するという土地税制の創設の趣旨等から、公有地の拡大の

推進や、望ましい宅地の供給に資するため、国・地方公共団体等への土地譲渡や望ましい住

宅、宅地の供給に寄与する民間宅地造成事業者の優良宅地の譲渡等については、利益率が適

切であること等の要件のもとに、この重課制度を適用しないという課税除外措置を講じてい

る。 

   この課税除外措置の対象となるものは、次の①、②、③に該当するものがある。 

  ① 個人、法人が他の者より取得した土地又は土地の上に存する権利で所得の基因となる譲

渡をした場合で、その年１月１日において、所有期間が５年以下のもので、都市計画法第

29条の許可を受けた個人及び法人が造成した一団の宅地（1,000 ㎡以上）の全部又は一部

の譲渡で次の要件に該当するもの。 

（イ）その価格が適正であること。 

   （ロ）造成が開発許可の内容に適合していること。 

   （ハ）公募の方法による譲渡であること。 

  ② 個人、法人が宅地造成につき開発許可を要しない場合において行う一団の宅地（1,000

㎡以上）の全部又は一部の譲渡で、都道府県知事等の優良宅地の認定を受け前記の要件に

該当するもの。 

  ③ 個人、法人が造成した一団の宅地（1,000 ㎡未満）の全部又は一部の譲渡について、市

町村長（造成について開発許可を受けたものである場合には、当該許可をしたもの）の認

定を受け、その価格が適当なもの。 

   これらは、短期譲渡所得に係る重課制度の適用除外規定として定められたものである。 

なお、個人の短期重課措置及び法人の短期・長期重課措置について、令和８年３月 31日

までに行った土地等の譲渡については適用されないため、優良宅地の認定の対象となってい

ない。 
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次に個人が取得した土地を譲渡（その年の１月１日において所有期限が５年を越えるもの）

した場合、当該譲渡所得（いわゆる長期譲渡所得）に係るものについて、昭和 54年の法律改

正により追加され、前記と同様の認定を受けることによって重課制度の規定は適用しないこと

とされた。（特定長期譲渡所得課税適用認定） 

なお、本項が適用される区域は都市計画区域内のものとされ、また一団の宅地の面積は 1,000

㎡以上のものが対象となる。また、認定の対象となる宅地は住宅建設の用に供されるものに限

られている。 

以上により、都市計画区域内における 1,000 ㎡以上の住宅地造成については、特定長期譲渡

所得課税適用認定に係る事務と、短期譲渡所得に係る土地譲渡益重課適用除外認定事務は同時

に行いうることになる。 
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３．以下の関係法令についてはそれぞれ該当法令を参照すること。 

(1) 租税特別措置法 

(2) 土地譲渡益重課制度及び長期譲渡所得税の特例制度に係る優良宅地認定事務施行細則 

(3) 優良宅地基準（建設省告示） 

(4) 土地譲渡益重課制度等に係る優良宅地認定及び優良住宅認定の事務の実施について（建設

省通知） 

(5) 手数料（千葉県使用料及び手数料条例） 
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